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第１章 研究の背景と目的 

建築は側面が多様に有り、一元的に評価でき

ない。しかし、誰もが納得できる基準と方法が

明確になれば存在する建築のグレードも上がる。

一般にはヴィトルヴィウスの建築にもとめられ

るものとして用、強、美とある。すなわち、機

能と安全性と美しさとおきかえられる。又、ジ

ョン・ラスキンは、建築を７つの燈として犠牲

の燈、真実の燈、力の燈、美の燈、生命の燈、

記憶の燈、従順の燈としている。近年では細野

透氏が“ひまわり・チャート”として評価基準

を示している。建築の多元的価値をいくつかの

評価軸ではかることが可能であれば、良い建築

をつくる行為も簡単になるが、その基準とプロ

セスを示すことは歴史的課題である。 
現在，建築の評価は設計競技や建築賞，行政

評価など様々な場面でそれぞれの目的に応じた

評価基準のもとに行われている。しかし，どれ

も評価基準が明確には定められていないため，

評価をする側は審査に困難を要し，評価される

側はその審査結果に不平，不満を抱く結果とな

っている。歴史的な課題ではあるが，公正かつ

公平な評価基準と評価プロセスを示すことは必

要である。 

そこで，建築評価方法の最善策を探るための

基礎資料として，まず，現在の建築評価の実態

を明らかにすることを目的とする。本研究では，

建築賞の一つである日本建築学会作品選奨（以

下，作品選奨）に焦点を当て，作品選奨の評価

基準を明らかにする。作品選奨はあらかじめ表

１のように評価基準が規定されているが，審査

講評を見てみると，それ以外の基準で評価され

ているものがしばしば見受けられる。よって，

作品選奨の規定評価基準（以下、規定評価基準）

以外の評価基準を読み取り，規定評価基準を検

証するために，評価基準を仮定し，その有効性

をみる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 研究の方法 

２‐１ 研究の対象 

作品選奨は，社団法人日本建築学会が主催し

ている建築賞で，同学会が主催している日本で

最も権威のある建築賞のひとつである日本建築

学会賞と同様の審査員の選定方法，審査方法，

審査報告などをしていることから，信頼度の高

い建築賞であるといえる。また，選考理由を示

す資料が他の建築評価と比べて多いことから，

調査対象を作品選奨にすることとする。具体的

には，2006～2009年の「建築雑誌8月号」に記

載されている作品選奨の審査講評を取り上げる

（全46作品）。審査講評は、審査委員会で議論

されたことを各担当の審査員が審査結果報告を

するために書かれ，特に記載すべき評価事項が

中心に書かれているものである。 

２‐２ 作業仮説基準について 

作品選奨の審査講評で取り上げられている評

価基準を抽出するために，作業仮説として，他

表１ 作品選奨の規定評価基準 
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の建築評価の評価基準を参考にした評価基準

（以下、作業仮説基準）を作成する。この作業

仮説基準はより広範な範囲の評価基準を抽出す

るために，表２に示す建築賞や行政評価を参考

にし，規定評価基準にはない[Ⅰ.企画]，[Ⅲ.

施工]，[Ⅳ.維持管理運営]，[Ⅴ.利用結果]と幅

広い評価基準項目で構成する。項目数が多いた

め，本稿では大項目（31 項目）のみ取り扱い、

表３に示す。 

２‐３ 研究の手順 

１）審査講評から規定評価基準に当てはまる評

価基準を抽出する。 

２）同様に審査講評の中から作業仮説基準に当

てはまる評価基準を抽出する。 

３）１）と２）の結果より，規定評価基準と作

業仮説基準を比較分析する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 規定評価基準の検証 

３‐１ 規定評価基準の有効性 

審査講評から抽出した評価基準のうち，規定

評価基準が占める割合を図１に示す。 

全体的にみると規定評価基準は約 44％の審

査講評に該当するものの，半数以上の残り56％

は規定評価基準にあてはまっていないことがわ

かる。また，規定評価基準の5項目の全ての項

目で評価されているものの，「ⓐ計画，構造，環

境，設備および材料･工法技術に関する設計の論

理性」と「ⓒ外部空間，内部空間の両面におけ

る造形」の該当項目の割合が多く評価基準にば

らつきが大きい。 

３‐２ 作業仮説基準の有効性 

審査講評から抽出した評価基準のうち，作業

仮説基準が占める割合を図２に示す。 

全体的にみると，作業仮説基準は約83％の審 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 参考建築評価リスト 

表３ 作業仮説基準 

図１ 規定評価基準の評価基準の割合 
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査講評を網羅している。作業仮説基準で用意し

た31項目のうち23項目が審査講評で取り上げ

られている。23 項目の中には[Ⅰ.企画]、[Ⅲ.

施工]、[Ⅳ.維持管理運営]，[Ⅴ.利用結果]と仮

定した全ての段階において審査講評で取り上げ

られている。特に[Ⅱ.設計]段階における，「(12)

室内環境への配慮」，「(11)地域･地球環境への配

慮」，「(10)造形」に関する審査講評の割合が大

きい結果となっている。  

３‐３ 規定評価基準と作業仮説基準の有

効性の比較 

規定評価基準と作業仮説基準を比較するため

に，図１，図２の項目を並び変えたものを図３

に示す。規定評価基準では審査講評の約56％に

該当しない評価項目が生じているのに対して，

作業仮説基準では、その割合が約17％に減少さ

れる。作業仮説基準が規定評価基準の２倍の審

査講評を網羅していることになる。 

規定評価基準と作業仮説基準の各項目を比較

すると，「ⓒ(10)造形」，「ⓓ(13)オリジナリティ」
は共通の項目である。また，規定評価基準の「ⓑ

社会性、歴史性，文化性から見た地球環境への

適合性」と「ⓔ地球環境保全に対する配慮およ

び建築物のライフスタイルに対する取り組み」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図３ 規定評価基準と作業仮説基準の比較 

図２ 作業仮説基準の評価基準の割合 
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は，作業仮説基準「(11)地域･地球環境への配慮」
と「(19)時間への対応力」に含まれている。最
も異なる点として，作業仮説基準に該当項目が

なかった約 17％の審査講評は，そのほとんどが
規定評価基準の「ⓐ計画，構造，設備および材

料に関する設計の論理性」に当たる。よって規

定評価基準に該当する項目がない約 56％の審
査講評の項目は作業仮説基準に上げた「(9)テー
マ」、「(12)室内環境への配慮」，「(17)機能性」，
「(16)将来性」，「(15)デザインプロセス」，「(18)
安全」，「(21)副表現」，「(31)満足度」と「(11)
地域･地球環境への配慮」の一部分に該当する項

目であると考えられる。 
 

第４章 建物種別別にみた作業仮説基準の

有効性 

 ３‐３より建築作品を全体的にみた際，規定

評価基準より作業仮説基準の方が多くの審査講

評に該当できることが分かるが，建物種別や建

築の規模，設置目的が異なる場合，同様のこと

がいえるかどうかの検証が必要である。本稿で

は、調査対象の中で最も多い建物種別である「教

育施設」についてのみ検討する。 

４‐１ 教育施設における作業仮説基準の

有効性 

審査講評から抽出した教育施設における評価

基準のうち，作業仮説基準が占める割合を図４

に示す。 

 全体的にみると，３‐２と同様に，作業仮説

基準は約85％該当することが確認できる。各項

目の割合に小さな違いはあるものの，大きな差

は見られない。 

 よって，建物種別の教育施設においても作業

仮説基準は有効であるといえる。 

 

第５章 まとめ 

以上の比較分析により，5段階31項目による

作業仮説基準の有効性が確認できた。 

 

今後の課題として，建築の規模，建物種別，

設置目的等による基準変更の必要性の確認や，

評価基準の比重の扱い方等，作業仮説基準を精

査する事が必要である。 
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図４ 教育施設の評価基準の割合 
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